
 

今後の人材ニーズ 

 

１ 人手不足分野における状況 

（１）介護関係・・・・・・・・・・・・・・・・・P.１ 

（２）保育士・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.３ 

２ デジタル推進人材の育成に係る取り組み 

・IT関連 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P.５ 

資料４ 





※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、
　　求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれる。
※介護関係職種とは、福祉・介護の専門的職業(社会福祉施設管理者を除く）、施設介護の職業、訪問介護の職業、家政婦、家事手伝い（介護）

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

新規求職申込者数 216 218 192 192 165 201 219 232 282 223 202 189 196
新規求人数 1,535 1,386 1731 1341 1129 1438 1376 1147 1335 1133 1090 1499 1284
就職件数 105 108 109 127 86 90 90 176 113 134 104 94 86
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【介護関係職種】 新規求人・新規求職・就職 （常用）

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

有効求職者数 905 908 899 880 825 829 867 919 953 947 909 856 846
有効求人数 4,048 4,034 4,415 4,254 3,855 3,720 3,792 3,569 3,562 3,411 3,265 3,598 3,731
有効求人倍率

（原数値）
4.47 4.44 4.91 4.83 4.67 4.49 4.37 3.88 3.74 3.60 3.59 4.20 4.41
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【介護関係職種】 有効求人・有効求職・有効求人倍率 （常用）
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※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、

　　求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれる。

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

有効求職者数 905 908 899 880 825 829 867 919 953 947 909 856 846
有効求人数 4,048 4,034 4415 4254 3855 3720 3792 3569 3562 3411 3265 3598 3731
就職件数 105 108 109 127 86 90 90 176 113 134 104 94 86
有効求人倍率（原数値） 4.47 4.44 4.91 4.83 4.67 4.49 4.37 3.88 3.74 3.60 3.59 4.20 4.41
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介護関係職種の求人・求職の状況 （常用） [奈良県]（人） （倍）
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※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、
　　求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれる。

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

新規求職申込者数 29 33 27 29 24 41 39 33 66 54 22 18 20
新規求人数 139 152 206 180 184 350 317 124 266 193 125 240 214
就職件数 10 18 15 15 13 10 22 21 18 20 13 12 7

10

18
15 15

13
10

22 21
18

20

13 12
7

0

10

20

30

40

0

50

100

150

200

250

300

350

400

奈
良
局

【保育士】 新規求人・新規求職・就職 （常用）

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

有効求職者数 175 172 174 164 144 139 144 144 171 172 155 139 125
有効求人数 455 474 478 522 541 674 772 606 520 547 531 552 582
有効求人倍率

（原数値）
2.60 2.76 2.75 3.18 3.76 4.85 5.36 4.21 3.04 3.18 3.43 3.97 4.66
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【保育士】 有効求人・有効求職・有効求人倍率 （常用）
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※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、

　　求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれる。

令和5年
8月 9月 10月 11月 12月 令和6年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

有効求職者数 175 172 174 164 144 139 144 144 171 172 155 139 125
有効求人数 455 474 478 522 541 674 772 606 520 547 531 552 582
就職件数 10 18 15 15 13 10 22 21 18 20 13 12 7
有効求人倍率（原数値） 2.60 2.76 2.75 3.18 3.76 4.85 5.36 4.21 3.04 3.18 3.43 3.97 4.66

2.60 

2.76 2.75 
3.18 

3.76 

4.85 

5.36 

4.21 

3.04 
3.18 

3.43 

3.97 

4.66 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

奈
良
局

保育士の求人・求職の状況 （常用） [奈良県]（人） （倍）

保育士：163
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IT関連産業新規求人状況（常用）

全産業 ＩＴ関連産業 割合 全産業 ＩＴ関連産業 割合
H30年度 99,186 1,202 1.2% 10,392,659 379,163 3.6%
H31年度・R01年度 97,642 1,179 1.2% 9,929,601 349,957 3.5%
R02年度 84,205 1,081 1.3% 7,906,057 264,149 3.3%
R03年度 88,036 1,176 1.3% 8,624,632 303,690 3.5%
R04年度 91,461 1,173 1.3% 9,416,992 316,808 3.4%
R05年度 84,313 932 1.1% 9,204,862 310,887 3.4%
R06年度8月まで 33,770 323 1.0% 3,713,772 161,481 4.3%

※受理地別、原数値を使用。

奈良局 全国

1,202
1,179

1,081
1,176 1,173

932

323

1.2% 1.2% 1.3% 1.3% 1.3% 1.1% 1.0%

3.6% 3.5% 3.3% 3.5% 3.4% 3.4%

4.3%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H30年度 H31年度・R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度8月まで

(人) IT関連産業新規求人状況（常用）

奈良局 ＩＴ関連産業 奈良局割合 全国割合

- 5 -



IT関連職業新規求人・新規求職状況（常用）

全職種 ＩＴ関連職種 割合 全職種 ＩＴ関連職種 割合 全職種 ＩＴ関連職種 割合 全職種 ＩＴ関連職種 割合
H30年度 99,186 1,181 1.2% 10,392,659 365,601 3.5% 48,091 969 2.0% 4,735,538 130,736 2.8%
H31年度・R01年度 97,642 1,192 1.2% 9,929,601 343,886 3.5% 46,826 1,026 2.2% 4,620,733 132,953 2.9%
R02年度 84,205 911 1.1% 7,906,057 269,938 3.4% 45,806 1,223 2.7% 4,537,107 140,409 3.1%
R03年度 88,036 995 1.1% 8,624,632 308,311 3.6% 46,178 1,097 2.4% 4,491,629 140,116 3.1%
R04年度 91,461 1,166 1.3% 9,416,992 333,967 3.5% 46,914 1,213 2.6% 4,393,403 144,245 3.3%
R05年度 84,313 965 1.1% 9,204,862 341,989 3.7% 45,781 780 1.7% 4,328,654 108,362 2.5%
R06年度4月～8月 33,770 370 1.1% 3,713,772 141,192 3.8% 20,144 364 1.8% 1,879,763 48,289 2.6%

※受理地別、原数値を使用。

※令和３年９月以降のオンライン登録者は含まず。

新規求人状況（奈良県） 新規求人状況（全国） 新規求職状況（奈良県） 新規求職状況（全国）
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デジタル推進人材
5年間で230万人育成（※）

(2024年度末までに年間45万人の育成体制を構築)

ビジネス
アーキテクト

データ
サイエンティスト

エンジニア・
オペレータ

サイバー
セキュリティ
スペシャリスト

UI/UX
デザイナー

リテラシー人材

ポータルサイトを通した
適正コンテンツの紹介

・情報処理技術者試験
・民間検定試験
・民間教育コンテンツ

大学・高専
卒業生

(応用基礎レベル)

DX推進施策
(DX銘柄・DX認定等)
を通した人材育成促進

・教育訓練給付
・公的職業訓練
・人材開発支援助成金
※全受講者の３割程度がデジタ
ル分野の訓練を受講することを
目指す。

2024年度末までに年13.5万人2024年度末までに年16.6万人

民間企業等が
独自に取り組む
DX人材育成

現役社会人
（6,800万人）

+
2024年度末までに
年17万人

特定分野におけるデジ
タル人材育成施策

【文部科学省】

【経済産業省】

【経済産業省】
【厚生労働省】【農林水産省、国土交通省、総務省】

デジタル人材の育成目標の実現に向けて
デジタル田園都市国家構想基本方針

（令和４年６月７日閣議決定）

ｐ２２より抜粋、一部加工

※ 「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月７日閣議決定）において、「デジタル推進人材」について、その育成・確保の数値目標としては、デジタル社会の推進に最低限必要な人数を

マクロ的観点から大胆な仮説をもとに推計し、330万人と設定されている。また、この330万人と、現在の情報処理・通信技術者の人数である約100万人との差である、230万人を育成・確保するため、
2024年度末までに年間45万人育成する体制を整え、2026年度末までに230万人の育成を目指すこととされている。
なお、「デジタル田園都市国家総合戦略」（令和４年12月23日閣議決定）、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年６月16日閣議決定）等においても、同様の目
標が掲げられている。

新社会人
（年100万人）

３
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